
 
 

平成 26 年３月 28 日  

消 防 庁 

「東日本大震災を踏まえた危険物施設の震災等対策のあり方に関する検討報告書」の公表 

 東日本大震災では多くの危険物施設が被災し、また、事業の中断を余儀なくされました。 

 このことから、消防庁では、これまでの検討結果を踏まえ、危険物施設の事業者が適切か

つ容易に震災等対策を実施することができるよう、危険物施設の震災等対策のポイントや留

意点をまとめた「危険物施設の震災等対策ガイドライン」を作成するため、東日本大震災を

踏まえた危険物施設の震災等対策のあり方を検討してきました。 

この度、報告書が取りまとめられましたので、公表いたします。 

１．検討体制 

委員名簿（別紙１）のとおりです。 

２．報告書の概要 

 東日本大震災の被害と課題を踏まえ、それぞれの危険物施設において、発災時に適切かつ迅速に安

全確認、二次被害防止、復旧等ができるよう、施設の実情に即して事前に必要な対応等について計画

し、消防機関と調整して当該計画の内容を予防規程、マニュアルに明確にしておくとともに、資機材

整備、従業員の教育・訓練に取り組むことが重要であることから、このためのポイント、留意点をガ

イドラインとしてまとめました。 

３．「危険物施設の震災等対策ガイドライン」 

 危険物施設類型毎（製造所等 編、屋内・屋外貯蔵所 編、屋外タンク貯蔵所 編、移動タンク貯蔵所 

編、給油取扱所 編、一般取扱所 編）に次の内容について整理して掲載しました。 

＜ガイドラインの内容＞ 

１．東日本大震災の被害と課題 

東日本大震災の被害状況、震災に対する課題 

２．事前対策 

危険物の保安措置、日常点検時のチェックポイント、災害対応に関する事項、連絡体制、二次災

害の防止、避難、教育訓練 

３．施設の使用再開に向けた対応 

設備点検時等の留意事項、点検等を行う必要がある部分のチェックポイント、施設、設備の運転

停止時・開始時の安全措置、臨時的対応、危険物の仮貯蔵・仮取扱い、復旧に向けた事業所相互の

協力体制 

※ 参考資料として、参考となる良好な取組事例、震災時の臨時的対応の事例等を掲載 

 

※ 報告書全文については、消防庁ホームページ(http://www.fdma.go.jp/)に掲載します。 

   

＜問い合わせ先＞ 

消防庁危険物保安室 

担当：三浦補佐、中嶋係長 

TEL：０３－５２５３－７５２４（直通） 

FAX：０３－５２５３－７５３４ 
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ハイライト表示

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/h26/2603/260328_1houdou/06_zenbun.pdf
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青戸　久明 日本危険物倉庫協会　推薦委員

石井　敦 市原市消防局危険物保安課長

石川　悟 名古屋市消防局予防部指導課長

大谷　英雄 横浜国立大学大学院　環境情報研究院教授

亀井　浅道 元横浜国立大学　安心・安全の科学研究教育センター　特任教授

熊本　正俊 一般社団法人日本化学工業協会　環境安全部長

小林　恭一 東京理科大学大学院　国際火災科学研究科教授

佐藤　義信
全国石油商業組合連合会　推薦委員
（宮城県石油商業組合理事長）

清水　秀樹 石油連盟　給油所技術専門委員会委員長

高橋　俊勝 川崎市消防局予防部危険物課長

永野　日出登 仙台市消防局予防部危険物保安課長

西　晴樹 消防研究センター　火災災害調査部原因調査室長

橋本　啓一 公益社団法人全日本トラック協会　推薦委員

山口　克己 東京消防庁予防部危険物課長

吉田　一史 石油化学工業協会 保安専門委員会　消防防災専門委員長

事務局　消防庁危険物保安室

「東日本大震災を踏まえた危険物施設の震災等対策のあり方に関する検討会」
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